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全ての方に共通する書類 

対象者 必要書類 必要事項等 発行機関 

世帯につき１部 □市営住宅入居申込書   

入居予定者全員分 

□住民票★ 
日本人：本籍･続柄 

市民課 
外国人：全部事項 

□課税(所得)証明書★ 最新のもの 課税課 

□地方税関係情報取得同意書 マイナンバーで申告する方のみ  

□固定資産課税台帳登録事項証明書  課税課 

□市税完納証明書  市税収納課 

□収入を証明する書類 ※下記表を参照  
 

収入を証明する書類 
(入居予定者お１人につきいずれか１点の書類が必要です。) 

該当者 必要書類 対象年度等 発行機関 

給与所得の方 
(アルバイト等含む) 

前年１月１日から勤務先が同じ方 □給与所得の源泉徴収票 

最新のもの 

勤務先 
前年１月２日以降勤務先を変えた方 □収入証明書 

確定申告の方(個人事業主等) □確定申告書(控)  

住民税を申告された方 □住民税申告書(写)  

年金受給の方 
老齢･企業･共済年金 □公的年金等の源泉徴収票 

年金事務所等 
障害･遺族年金 □年金振込通知書 

無収入の方 

(16 歳以上の学生及び専業主婦を含む) 

次のいずれか１点  

□退職証明書 退職した会社等 
□離職票 退職した会社等 
□雇用保険受給資格者証 公共職業安定所 

 

該当する方のみ必要な書類 

該当者 必要書類 発行機関 

車椅子専用住宅を申込みされる方 □診断書 ※常時、車椅子を使用する必要があることの証明。 医療機関 

単身の方 
ひとり親家庭の方 
事実婚等で申込みされる方 
婚姻適齢に達した者を含む世帯 
住民票が別々で続柄が判明しない世帯 

□戸籍全部事項証明書(戸籍謄本) 

※外国人については、配偶者がいないことが確認できる書類が必要。
市民課 

外国人の方 
特別永住者 □特別永住者証明書 

法務省入国管理局 
中長期在留者 □在留カード 

生活保護受給者 □受給証明書 福祉総務課 

中国残留邦人等に対する支援受給者 □支援給付決定通知書  

障害を有する方 

□身体障害者手帳  

□療育手帳  
□精神障害者保健福祉手帳  
□戦傷病者手帳  
□障害者控除対象者認定書  

原子爆弾被爆者の方 

次のいずれか１点  

□被爆者健康手帳  
□医療特別手当証書  
□特別手当証書  

海外からの引揚者 □永住帰国者証明書  

ハンセン病療養所に入所していた方 □ハンセン病療養所入所者証明書  

三島市内に住所がない方 
勤務先がある方 □在職証明書(※必要な方はお申し出ください。) 勤務先 

自営業の方 □営業許可証等  

離婚調停中の方 □事件係属証明書 家庭裁判所 

婚約中の方 □婚約証明書(※必要な方はお申し出ください。)  

配偶者からの暴力による被害者 

次のいずれか１点  

□婦人相談所長の証明書  
□地方裁判所の保護命令決定書    

６ 申込みの際に必要な書類 
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          マイナンバー(個人番号)申告時の確認書類    ※申告者全員分が必要です。 
(申込書の個人番号欄にマイナンバーを記載した場合は、左記提出書類の★印のついた書類を省略することができます。) 

マイナンバーカードの交付状況 必要書類 

交付あり □マイナンバーカード 

交付なし 

顔写真付の本人確認書類がある方 

□通知カード又は住民票(個人番号の記載があるもの) 

□顔写真付の本人確認書類１点 

 (運転免許証・パスポート・障害者手帳など官公署発行のもの) 

顔写真付の本人確認書類がない方 

□通知カード又は住民票(個人番号の記載があるもの) 

□本人の確認ができる書類２点 

 (健康保険証・年金手帳・介護保険証・顔写真付の社員証又は学生証など) 

 

 

                    ※太枠    で囲んだ部分に、黒のボールペンで記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
  市営住宅の入居者は、三島市営住宅条例第 12 条第１項の規定により、収入の申告が義務付けられています。 

毎年度の収入の申告に基づき、翌年度の家賃が決定されます。申告のない入居者の家賃は、近傍の民間住宅並み 

の高額な家賃となりますので、必ず申告をしてください。申告書等は、毎年８月頃に各戸へ配布します。 
 

 【収入超過者】 

   引続き３年以上入居されている方で、１か月の所得が 158,000 円(裁量階層世帯は 214,000 円)を超える    

  場合は、公営住宅法に基づき、割増し家賃を加算します。また、住宅の明渡しに努める義務が生じます。 
 

 【高額所得者】 

   引続き５年以上入居されている方で、２年連続して１か月の所得が 313,000 円を超えている場合は、市が 

  指定する期限までに住宅を明渡す義務が生じます。 

７ 申込書の記入方法 

８ 収入申告について 

確実に連絡の取れる電話番号を、記入してください。 

『市営住宅一覧表』の中から選び、記入してください。
最大３つまで申込みができます。 
※入居人数に応じ、申込みができる住宅の制限があります。 

同居しようとする親族全員について記入してください。 

マイナンバー(12 桁)を記入してください。 
※提出書類の省略を希望する方のみ。 

申込者本人からみた続柄を記入してください。 
婚約者の場合は「婚約者」と記入してください。 

勤務先又は学校名及び電話番号を記入してください。 
※学生については電話番号の記入は必要ありません。 

障害者手帳等をお持ちの方は内容を記入してください。 

該当するものに○印をつけてください。 


